
1 

 

 

オプション取引におけるフレックス限月取引の導入等に伴う 

「業務方法書」等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

本年６月２５日に株式会社大阪取引所にて予定されているオプション取引におけるフレック

ス限月取引の導入等に伴い、業務方法書等について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

記 

 

II. 改正概要 （備  考） 

１．オプション取引におけるフレックス限月取引の清算対象取引

への追加等 

・ 権利行使により権利行使価格と現実価格との差に基づいて

金銭を授受することとなる取引が成立する有価証券オプシ

ョン取引を清算対象取引に追加する。 

 

 

 

・業務方法書第３条、第７条、第

３８条、第７３条の３から第７

３条の５の２、第７３条の４

０、先物・オプション取引に係

る取引証拠金等に関する規則

第４条、第７条等 

 

２．有価証券オプション取引における企業再編時の建玉の取扱い 

・ 有価証券オプション取引における対象有価証券である株券

について、指定市場開設者が定めるところにより有価証券

オプションの引継ぎが行われる場合には建玉の引継ぎを行

えるものとする。 

 

 

・業務方法書第７９条の３ 

３．東証銀行業株価指数オプション及び東証ＲＥＩＴ指数オプシ

ョンに係る清算価格等の決定方法及び清算手数料 

（１）清算価格等の決定方法 

・ 当社が別に定める方法により理論価格として算出した数値

を清算価格として定める。 

 

 

 

 

・先物・オプション取引に係る

取引証拠金等に関する規則の

取扱い第２条、第２条の４、

第４条 
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（２）清算手数料 

・ 東証銀行業株価指数オプション及び東証ＲＥＩＴ指数オプ

ションに係る清算手数料を定める。 

・ 清算手数料は、当社が引受けた債務及び清算参加者が行っ

た権利行使及び清算参加者が受けた権利行使の割当てに係

る数量について、東証銀行業株価指数オプションは１取引

単位につき１０円、東証ＲＥＩＴ指数オプションは１取引

単位につき２円とする 

 

・手数料に関する規則別表 

 

・手数料に関する規則別表 

 

４．その他 

・ その他、所要の改正を行う。 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０１８年６月２５日から施行する。ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決

済を行うために必要な当社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた

場合その他やむを得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認

める場合には、２０１８年６月２５日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以 上 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算対象取引） 

第３条 （略） 

２ 清算対象取引は、次の各号に掲げる取引

（当社が定めるものに限る。）とする。 

（１） （略） 

（２） 指定金融商品市場における有価証

券オプション取引（有価証券の売買に係

る法第２条第２１項第３号に掲げる取引

及び同号に掲げる取引のうち同項第２号

に掲げる取引に準ずる取引として指定市

場開設者が定める取引（有価証券に係る

取引に限る。）に係るものをいう。以下

同じ。） 

（３）～（５） （略） 

（６） 指定金融商品市場における指数オ

プション取引（法第２条第２１項第３号

に掲げる取引のうち同項第２号に掲げる

取引に準ずる取引として指定市場開設者

が定める取引（指数に係る取引に限る。）

に係るものをいう。以下同じ。） 

（７）～（１１） （略） 

 

（清算資格の要件） 

第７条 前条１項又は第２項の申請に係る同

条第４項の審査は、清算資格の取得申請者

に関する次の各号に掲げる事項その他証券

取引等清算業務の運営に関して必要と認め

る事項について行うものとする。 

（１）・（２）（略） 

（３） 業務執行体制 

清算対象取引についての第４６条に定

める債務の引受けに係る約定（有価証券

オプション取引の権利行使により成立す

る対象有価証券の売買又は取引、第３条

第２項第４号に規定する国債証券先物オ

プション取引の権利行使により成立する

国債証券先物取引及び同項第６号に規定

（清算対象取引） 

第３条 （略） 

２ 清算対象取引は、次の各号に掲げる取引

（当社が定めるものに限る。）とする。 

（１） （略） 

（２） 指定金融商品市場における有価証

券オプション取引（有価証券の売買に係

る法第２条第２１項第３号に掲げる取引

をいう。以下同じ。） 

 

 

 

 

（３）～（５） （略） 

（６） 指定金融商品市場における指数オ

プション取引（法第２条第２１項第３号

に掲げる取引のうち同項第２号に掲げる

取引に準ずる取引として指定市場開設者

が定める取引に係るものをいう。以下同

じ。） 

（７）～（１１） （略） 

 

（清算資格の要件） 

第７条 前条１項又は第２項の申請に係る同

条第４項の審査は、清算資格の取得申請者

に関する次の各号に掲げる事項その他証券

取引等清算業務の運営に関して必要と認め

る事項について行うものとする。 

（１）・（２）（略） 

（３） 業務執行体制 

清算対象取引についての第４６条に定

める債務の引受けに係る約定（有価証券

オプション取引の権利行使により成立す

る対象有価証券の売買、第３条第２項第

４号に規定する国債証券先物オプション

取引の権利行使により成立する国債証券

先物取引及び同項第６号に規定する指数
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する指数オプション取引の権利行使によ

り成立する取引、第４６条の２に定める

ギブアップの成立により新たに負担する

債務に係る取引並びに第６４条の規定に

基づく有価証券の貸借を含む。以下「清

算約定」という。）の決済、損失の危険

の管理及び法令（法及びその関係法令を

いう。以下同じ。）、法令に基づく行政

官庁の処分、この業務方法書その他の規

則の遵守に関し適切な業務執行の体制を

備えていること。 

 

（有価証券等清算取次ぎの対象取引） 

第３８条 （略） 

２ 有価証券オプション取引の権利行使によ

り成立する対象有価証券の売買又は取引の

うち現物清算資格を有しない者による有価

証券オプション取引の権利行使（対象有価

証券の売買が発生するものに限る。）及び

有価証券等清算取次ぎによる有価証券オプ

ション取引の権利行使により成立するも

の、第３条第２項第４号に掲げる国債証券

先物オプション取引の権利行使により成立

する国債証券先物取引のうち有価証券等清

算取次ぎによる国債証券先物オプション取

引の権利行使により成立するもの並びに同

項第６号に掲げる指数オプション取引の権

利行使により成立する取引のうち有価証券

等清算取次ぎによる指数オプション取引の

権利行使により成立するものについては、

それぞれ有価証券等清算取次ぎによるもの

とみなしてこの業務方法書を適用する。た

だし、現物清算参加者による有価証券等清

算取次ぎの委託に基づく有価証券オプショ

ン取引の権利行使により成立する対象有価

証券の売買については、この限りでない。 

 

（取引代金の授受） 

第７３条の３ 有価証券オプション取引に係

る清算約定が成立したときは、指数先物等

清算参加者は、その取引代金を取引契約締

オプション取引の権利行使により成立す

る取引、第４６条の２に定めるギブアッ

プの成立により新たに負担する債務に係

る取引並びに第６４条の規定に基づく有

価証券の貸借を含む。以下「清算約定」

という。）の決済、損失の危険の管理及

び法令（法及びその関係法令をいう。以

下同じ。）、法令に基づく行政官庁の処

分、この業務方法書その他の規則の遵守

に関し適切な業務執行の体制を備えてい

ること。 

 

（有価証券等清算取次ぎの対象取引） 

第３８条 （略） 

２ 有価証券オプション取引の権利行使によ

り成立する対象有価証券の売買のうち現物

清算資格を有しない者による有価証券オプ

ション取引の権利行使及び有価証券等清算

取次ぎによる有価証券オプション取引の権

利行使により成立するもの、同項第４号に

掲げる国債証券先物オプション取引の権利

行使により成立する国債証券先物取引のう

ち有価証券等清算取次ぎによる国債証券先

物オプション取引の権利行使により成立す

るもの並びに同項第６号に掲げる指数オプ

ション取引の権利行使により成立する取引

のうち有価証券等清算取次ぎによる指数オ

プション取引の権利行使により成立するも

のについては、それぞれ有価証券等清算取

次ぎによるものとみなしてこの業務方法書

を適用する。ただし、現物清算参加者によ

る有価証券等清算取次ぎの委託に基づく有

価証券オプション取引の権利行使により成

立する対象有価証券の売買については、こ

の限りでない。 

 

 

（取引代金の授受） 

第７３条の３ 有価証券オプション取引に係

る清算約定が成立したときは、指数先物等

清算参加者は、その取引代金を取引契約締



1 

4 

 

結の日（指定市場開設者が定めるフレック

ス限月取引にあっては、取引契約締結を行

った取引日（指定市場開設者がフレックス

限月取引について定める取引日をいう。）

の終了する日）の翌日において、当社との

間で授受するものとする。この場合におい

て、金銭を支払う指数先物等清算参加者は、

当該金銭の授受を行う日の午前１１時まで

に、金銭を受領する指数先物等清算参加者

は、当該金銭の授受を行う日の午後１時に、

金銭を支払い又は受領しなければならな

い。 

 

（権利行使の申告） 

第７３条の４ （略） 

２ （略） 

３ 指数先物等清算参加者は、権利行使日（指

定市場開設者が定める有価証券オプション

取引の権利行使日をいう。以下この節にお

いて同じ。）において次の各号に定める場

合に該当する銘柄（権利行使により権利行

使価格と現実価格（指定市場開設者が定め

る現実価格をいう。以下同じ。）との差に

基づいて金銭を授受することとなる取引が

成立する有価証券オプション取引（以下「差

金決済型有価証券オプション取引」とい

う。）に限る。）については、前２項の権

利行使の申告を行うことができないものと

する。 

（１） 有価証券プットオプションについ

ては、権利行使価格がオプション清算値

段（第６項に規定するオプション清算値

段をいう。以下この節において同じ。）

以下である場合 

（２） 有価証券コールオプションについ

ては、権利行使価格がオプション清算値

段以上である場合 

４ 権利行使日において次の各号に定める場

合に該当する銘柄については、当該日の第

１項又は第２項に規定する当社が定める時

限までに第１項又は第２項の権利行使の申

結の日の翌日において、当社との間で授受

するものとする。この場合において、金銭

を支払う指数先物等清算参加者は、当該金

銭の授受を行う日の午前１１時までに、金

銭を受領する指数先物等清算参加者は、当

該金銭の授受を行う日の午後１時に、金銭

を支払い又は受領しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

（権利行使の申告） 

第７３条の４ （略） 

２ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 権利行使日（指定市場開設者が定める有

価証券オプション取引の権利行使日をい

う。以下この節において同じ。）において

次の各号に定める場合に該当する銘柄につ
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告が行われないときであっても、当該権利

行使の申告が行われたものとみなす。ただ

し、当該銘柄について、指数先物等清算参

加者が当該時限までに権利行使を行わない

旨の申告を行った場合には、この限りでな

い。 

 

（１） 有価証券プットオプションについ

ては、権利行使価格がオプション清算値

段を上回っている場合 

 

 

（２） （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ 当社は、第１項又は第２項に規定する権

利行使の申告を受けた場合（第４項の規定

により権利行使の申告を受けたとみなされ

る場合を含む。）には、当該申告に係る権

利行使の内容を、指定市場開設者に通知す

る。 

８ 指定現物清算参加者を指定している指数

先物等清算参加者は、第１項の規定により

権利行使の申告を行った場合（差金決済型

有価証券オプション取引の権利行使の申告

を行った場合を除き、第４項の規定により

権利行使の申告が行われたとみなされる場

合を含む。）は、遅滞なくその旨を当該指

定現物清算参加者に通知しなければならな

い。 

 

（権利行使の割当て） 

第７３条の５ （略） 

２～４ （略） 

５ 指定現物清算参加者を指定している指数

先物等清算参加者は、第２項の規定により

権利行使の割当て（差金決済型有価証券オ

プション取引の権利行使の割当てを除く。）

の通知を受けた場合は、遅滞なくその旨を

当該指定現物清算参加者に通知しなければ

ならない。 

いては、当該日の前２項に規定する当社が

定める時限までに前２項の権利行使の申告

が行われないときであっても、当該権利行

使の申告が行われたものとみなす。ただし、

当該銘柄について、指数先物等清算参加者

が当該時限までに権利行使を行わない旨の

申告を行った場合には、この限りでない。 

（１） 有価証券プットオプションについ

ては、権利行使価格がオプション清算値

段（第５項に規定するオプション清算値

段をいう。以下この節において同じ。）

を上回っている場合 

（２） （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ 当社は、第１項又は第２項に規定する権

利行使の申告を受けた場合（第３項の規定

により権利行使の申告を受けたとみなされ

る場合を含む。）には、当該申告に係る権

利行使の内容を、指定市場開設者に通知す

る。 

７ 指定現物清算参加者を指定している指数

先物等清算参加者は、第１項の規定により

権利行使の申告を行った場合（第３項の規

定により権利行使の申告が行われたとみな

される場合を含む。）は、遅滞なくその旨

を当該指定現物清算参加者に通知しなけれ

ばならない。 

 

 

 

（権利行使の割当て） 

第７３条の５ （略） 

２～４ （略） 

５ 指定現物清算参加者を指定している指数

先物等清算参加者は、第２項の規定により

権利行使の割当ての通知を受けた場合は、

遅滞なくその旨を当該指定現物清算参加者

に通知しなければならない。 
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（権利行使に係る決済のための金銭の授

受） 

第７３条の５の２ 差金決済型有価証券オプ

ション取引における権利行使が行われたと

きは、指数先物等清算参加者は、権利行使

価格とオプション清算値段との差に相当す

る金銭を権利行使が行われた日の翌日にお

いて、当社との間で授受するものとする。

この場合において、金銭を支払う指数先物

等清算参加者は、当該金銭の授受を行う日

の午前１１時までに、金銭を受領する指数

先物等清算参加者は、当該金銭の授受を行

う日の午後１時に、金銭を支払い又は受領

しなければならない。 

 

（オプション清算値段の算出が不能等の場

合の責任の所在） 

第７３条の５の３ 指数先物等清算参加者

は、オプション清算値段の算出の不能、遅

延若しくは誤り又は変更により損害を被っ

た場合においても、当社及び第７３条の４

第６項の指定市場開設者に対してその損害

の賠償請求をすることができない。 

 

（先物・オプション取引について授受する

金銭の額及び授受の方法） 

第７３条の４０ 第７３条の３、第７３条の

５の２、第７３条の８、第７３条の９、第

７３条の９の２、第７３条の１７、第７３

条の２２から第７３条の２４まで、第７３

条の２７及び第７３条の３０の規定による

金銭の授受は、次の各号に掲げる単位の区

分に従い、当該各号に定める金額により行

うものとする。 

（１）・（２）（略） 

２・３ （略） 

 

 

（有価証券オプション取引における建玉の

調整） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オプション清算値段の算出が不能等の場

合の責任の所在） 

第７３条の５の２ 指数先物等清算参加者

は、オプション清算値段の算出の不能、遅

延若しくは誤り又は変更により損害を被っ

た場合においても、当社及び第７３条の４

第５項の指定市場開設者に対してその損害

の賠償請求をすることができない。 

 

（先物・オプション取引について授受する

金銭の額及び授受の方法） 

第７３条の４０ 第７３条の３、第７３条の

８、第７３条の９、第７３条の９の２、第

７３条の１７、第７３条の２２から第７３

条の２４まで、第７３条の２７及び第７３

条の３０の規定による金銭の授受は、次の

各号に掲げる単位の区分に従い、当該各号

に定める金額により行うものとする。 

 

（１）・（２）（略） 

２・３ （略） 

 

 

（有価証券オプション取引における建玉の

調整） 
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第７９条の３ 有価証券オプション取引にお

ける対象有価証券である株券について、１

株を１株の整数倍に分割する株式分割が行

われる場合、当該対象有価証券である株券

に係る株式１株に対し１株の整数倍の同一

種類の株式を割り当てる株式無償割当てが

行われる場合、売買単位の変更が行われる

場合、指定市場開設者が定めるところによ

り有価証券オプションの引継ぎが行われる

場合その他当社が必要と認める場合には、

当社が定めるところにより、当該対象有価

証券に係る有価証券オプションを対象とす

る有価証券オプション取引における建玉を

変更するものとする。 

２ （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 

 

第７９条の３ 有価証券オプション取引にお

ける対象有価証券である株券について、１

株を１株の整数倍に分割する株式分割が行

われる場合、当該対象有価証券である株券

に係る株式１株に対し１株の整数倍の同一

種類の株式を割り当てる株式無償割当てが

行われる場合、売買単位の変更が行われる

場合その他当社が必要と認める場合には、

当社が定めるところにより、当該対象有価

証券に係る有価証券オプションを対象とす

る有価証券オプション取引における建玉を

変更するものとする。 

 

 

２ （略） 
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（取引参加者の自己分の取引証拠金所要

額） 

第４条 自己分の取引証拠金所要額は、自己

分のＳＰＡＮ証拠金額から自己分のネッ

ト・オプション価値の総額を差し引いて得

た額(第６条の２第１項及び第６条の３第

１項の規定に基づき自己分の取引証拠金所

要額の引上げが行われた場合においては､

当該引上げ額を加算する｡)とする。この場

合において、これらの用語の意義は、次の

各号に定めるところによる。 

（１） （略） 

（２） 自己分のネット・オプション価値

の総額 

次のａ又はｂに掲げる自己分の買オプ

ション価値の総額から自己分の売オプシ

ョン価値の総額を差し引いて得た額をい

う。 

ａ 自己分の買オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による買

建玉が売建玉を上回るオプション取

引の銘柄のそれぞれについて、次の

（ａ）から（ｃ）までに定めるところ

により算出した額の合計額とする。 

（ａ） 有価証券オプション取引につ

いては、取引参加者の自己の計算に

よる買超数量（買建玉が売建玉を上

回るときの買建玉と売建玉の差引数

量をいう。以下同じ。）にその日（指

定市場開設者が定めるフレックス限

月取引にあっては、その取引日）の

当該銘柄の清算価格（第７条に規定

する清算価格をいう。以下この条に

おいて同じ。）を乗じて得た額に、

当該銘柄の対象有価証券の売買単位

（指定市場開設者が対象有価証券の

売買について権利落の期日を定めた

場合において、当該権利落の期日以

（取引参加者の自己分の取引証拠金所要

額） 

第４条 自己分の取引証拠金所要額は、自己

分のＳＰＡＮ証拠金額から自己分のネッ

ト・オプション価値の総額を差し引いて得

た額(第６条の２第１項及び第６条の３第

１項の規定に基づき自己分の取引証拠金所

要額の引上げが行われた場合においては､

当該引上げ額を加算する｡)とする。この場

合において、これらの用語の意義は、次の

各号に定めるところによる。 

（１） （略） 

（２） 自己分のネット・オプション価値

の総額 

次のａ又はｂに掲げる自己分の買オプ

ション価値の総額から自己分の売オプシ

ョン価値の総額を差し引いて得た額をい

う。 

ａ 自己分の買オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による買

建玉が売建玉を上回るオプション取

引の銘柄のそれぞれについて、次の

（ａ）から（ｃ）までに定めるところ

により算出した額の合計額とする。 

（ａ） 有価証券オプション取引につ

いては、取引参加者の自己の計算に

よる買超数量（買建玉が売建玉を上

回るときの買建玉と売建玉の差引数

量をいう。以下同じ。）にその日の

当該銘柄の清算価格（第７条に規定

する清算価格をいう。以下この条に

おいて同じ。）を乗じて得た額に、

当該銘柄の対象有価証券の売買単位

（指定市場開設者が対象有価証券の

売買について権利落の期日を定めた

場合において、当該権利落の期日以

降の日における有価証券オプション

取引の対象となる有価証券オプショ
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降の日における有価証券オプション

取引の対象となる有価証券オプショ

ンに係る銘柄であるときは、対象有

価証券の売買単位に指定市場開設者

の定める数値を乗じて算出した数

量。以下同じ。）を乗じて算出した

額 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

ｂ 自己分の売オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による売

建玉が買建玉を上回るオプション取

引の銘柄のそれぞれについて、次の

（ａ）から（ｃ）までに定めるところ

により算出した額の合計額とする。 

（ａ） 有価証券オプション取引につ

いては、取引参加者の自己の計算に

よる売超数量（売建玉が買建玉を上

回るときの売建玉と買建玉の差引数

量をいう。以下同じ。）にその日（指

定市場開設者が定めるフレックス限

月取引にあっては、その取引日）の

当該銘柄の清算価格を乗じて得た額

に、当該銘柄の対象有価証券の売買

単位を乗じて算出した額 

   （ｂ）・（ｃ） （略） 

 

（オプション取引に係る清算価格） 

第７条 当社は、オプション取引の各銘柄に

ついて、指定市場開設者が定める当該各銘

柄の取引開始日から権利行使日（国債証券

先物オプション取引にあっては、権利行使

期間満了の日）の前日までの間、取引日ご

とに（有価証券オプション取引（指定市場

開設者が定めるフレックス限月取引を除

く。）にあっては、毎日）、当社の定める

ところにより、清算価格を定める。 

 

（取引証拠金の預託時限） 

第１５条 第９条から前条までの規定による

取引証拠金の預託は、先物取引の売付け若

しくは買付け又はオプション取引の売付け

ンに係る銘柄であるときは、対象有

価証券の売買単位に指定市場開設者

の定める数値を乗じて算出した数

量。以下同じ。）を乗じて算出した

額 

 

 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

ｂ 自己分の売オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による売

建玉が買建玉を上回るオプション取

引の銘柄のそれぞれについて、次の

（ａ）から（ｃ）までに定めるところ

により算出した額の合計額とする。 

（ａ） 有価証券オプション取引につ

いては、取引参加者の自己の計算に

よる売超数量（売建玉が買建玉を上

回るときの売建玉と買建玉の差引数

量をいう。以下同じ。）にその日の

当該銘柄の清算価格を乗じて得た額

に、当該銘柄の対象有価証券の売買

単位を乗じて算出した額 

 

 

   （ｂ）・（ｃ） （略） 

 

（オプション取引に係る清算価格） 

第７条 当社は、オプション取引の各銘柄に

ついて、指定市場開設者が定める当該各銘

柄の取引開始日から権利行使日（国債証券

先物オプション取引にあっては、権利行使

期間満了の日）の前日までの間、取引日ご

とに（有価証券オプション取引にあっては、

毎日）、当社の定めるところにより、清算

価格を定める。 

 

 

（取引証拠金の預託時限） 

第１５条 第９条から前条までの規定による

取引証拠金の預託は、先物取引の売付け若

しくは買付け又はオプション取引の売付け
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が成立した取引日の終了する日（有価証券

オプション取引（指定市場開設者が定める

フレックス限月取引を除く。）にあっては、

売付けが成立した日）の翌日の午前１１時

までに行うものとする。 

 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取

引証拠金の維持） 

第１７条 清算参加者は、委託分及び有価証

券等清算取次ぎ分の取引証拠金として当社

に預託している金銭の額及び有価証券を代

用価格により評価した額の合計額が第２４

条の２第２項に規定する区分口座ごとの委

託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取引証

拠金所要額（第６条の２第２項又は第３項

の規定に基づき委託分及び有価証券等清算

取次ぎ分の取引証拠金所要額の引上げが行

われた場合においては、当該引上げ額を加

算する。）に満たない場合は、その不足額

以上の額を、委託分及び有価証券等清算取

次ぎ分の取引証拠金として、不足額が生じ

た日の翌日の午前１１時までに、当社が定

めるところにより、当社に追加預託しなけ

ればならない。この場合において、当該取

引証拠金は、有価証券をもって代用預託す

ることができる。 

 

（日中取引証拠金所要額） 

第２０条の３ 日中取引証拠金所要額は、日

中リスク再計算額に日中先物取引差金相当

額及び日中オプション取引代金相当額を、

当該額が支払いとなる場合は加え、受領と

なる場合は減じて得た額に、業務方法書第

４６条の３及び第４６条の４に規定する区

分口座（第４６条の３第１項第１号に規定

する区分口座を除く。以下この条、第２２

条、第２３条の２、第２３条の３及び第２

４条の２において同じ。）ごとの担保超過

リスク額を合計した額を加えた額とする。

この場合において、これらの用語の意義は、

次の各号に定めるところによる。 

が成立した取引日の終了する日（有価証券

オプション取引にあっては、売付けが成立

した日）の翌日の午前１１時までに行うも

のとする。 

 

 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取

引証拠金の維持） 

第１７条 清算参加者は、委託分及び有価証

券等清算取次ぎ分の取引証拠金として当社

に預託している金銭の額及び有価証券を代

用価格により評価した額の合計額が第２４

条の２第２項に規定する委託分及び有価証

券等清算取次ぎ分の取引証拠金所要額（第

６条の２第２項又は第３項の規定に基づき

委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取引

証拠金所要額の引上げが行われた場合にお

いては、当該引上げ額を加算する。）に満

たない場合は、その不足額以上の額を、委

託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取引証

拠金として、不足額が生じた日の翌日の午

前１１時までに、当社が定めるところによ

り、当社に追加預託しなければならない。

この場合において、当該取引証拠金は、有

価証券をもって代用預託することができ

る。 

 

（日中取引証拠金所要額） 

第２０条の３ 日中取引証拠金所要額は、日

中リスク再計算額に日中先物取引差金相当

額及び日中オプション取引代金相当額を、

当該額が支払いとなる場合は加え、受領と

なる場合は減じて得た額に、業務方法書第

４６条の３及び第４６条の４に規定する区

分口座（第４６条の３第１項第１号に規定

する区分口座を除く。以下この条、第２２

条、第２３条の２、第２３条の３及び第２

４条の２において同じ。）ごとの担保超過

リスク額を合計した額を加えた額とする。

この場合において、これらの用語の意義は、

次の各号に定めるところによる。 
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（１） 日中リスク再計算額 

第４条の規定中「先物・オプション取

引に係る取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「国債証券先物及び国債

証券先物オプション取引についてはその

取引日の終了する日の午前立会終了時

点、有価証券オプション取引、指数先物

取引及び指数オプション取引については

その日（有価証券オプション取引（指定

市場開設者が定めるフレックス限月取引

に限る。）、指数先物取引又は指数オプ

ション取引にあっては、その取引日）の

午前１１時時点における取引参加者の自

己の計算による」と、「その取引日にク

ロスマージンの申請の対象となった建

玉」とあるのは「その前取引日にクロス

マージンの申請の対象となった建玉」と、

「自己分の買オプション価値の総額は、

取引参加者の自己の計算による」とある

のは「自己分の買オプション価値の総額

は、国債証券先物及び国債証券先物オプ

ション取引についてはその取引日の終了

する日の午前立会終了時点、有価証券オ

プション取引、指数先物取引及び指数オ

プション取引についてはその日（有価証

券オプション取引（指定市場開設者が定

めるフレックス限月取引に限る。）、指

数先物取引又は指数オプション取引にあ

っては、その取引日）の午前１１時時点

における取引参加者の自己の計算によ

る」と、「有価証券オプション取引につ

いては、取引参加者の自己の計算による」

とあるのは「有価証券オプション取引に

ついてはその日（有価証券オプション取

引（指定市場開設者が定めるフレックス

限月取引に限る。）についてはその取引

日）の午前１１時時点における取引参加

者の自己の計算による」と、「清算価格」

とあるのは「日中清算価格」と、「国債

証券先物オプション取引については、取

引参加者の自己の計算による」とあるの

（１） 日中リスク再計算額 

第４条の規定中「先物・オプション取

引に係る取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「国債証券先物及び国債

証券先物オプション取引についてはその

取引日の終了する日の午前立会終了時

点、有価証券オプション取引、指数先物

取引及び指数オプション取引については

その日（指数先物取引又は指数オプショ

ン取引にあっては、その取引日）の午前

１１時時点における取引参加者の自己の

計算による」と、「その取引日にクロス

マージンの申請の対象となった建玉」と

あるのは「その前取引日にクロスマージ

ンの申請の対象となった建玉」と、「自

己分の買オプション価値の総額は、取引

参加者の自己の計算による」とあるのは

「自己分の買オプション価値の総額は、

国債証券先物及び国債証券先物オプショ

ン取引についてはその取引日の終了する

日の午前立会終了時点、有価証券オプシ

ョン取引、指数先物取引及び指数オプシ

ョン取引についてはその日（指数先物取

引又は指数オプション取引にあっては、

その取引日）の午前１１時時点における

取引参加者の自己の計算による」と、「有

価証券オプション取引については、取引

参加者の自己の計算による」とあるのは

「有価証券オプション取引についてはそ

の日の午前１１時時点における取引参加

者の自己の計算による」と、「清算価格」

とあるのは「日中清算価格」と、「国債

証券先物オプション取引については、取

引参加者の自己の計算による」とあるの

は「国債証券先物オプション取引につい

てはその取引日の終了する日の午前立会

終了時点における取引参加者の自己の計

算による」と、「指数オプション取引に

ついては、取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「指数オプション取引に

ついてはその取引日の午前１１時時点に
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は「国債証券先物オプション取引につい

てはその取引日の終了する日の午前立会

終了時点における取引参加者の自己の計

算による」と、「指数オプション取引に

ついては、取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「指数オプション取引に

ついてはその取引日の午前１１時時点に

おける取引参加者の自己の計算による」

と、「自己分の売オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による」と

あるのは「自己分の売オプション価値の

総額は、国債証券先物及び国債証券先物

オプション取引についてはその取引日の

終了する日の午前立会終了時点、有価証

券オプション取引、指数先物取引及び指

数オプション取引についてはその日（有

価証券オプション取引（指定市場開設者

が定めるフレックス限月取引に限る。）、

指数先物取引又は指数オプション取引に

あっては、その取引日）の午前１１時時

点における取引参加者の自己の計算によ

る」と読み替えて同条の規定により計算

した自己分の取引証拠金所要額に相当す

る額 

（２） 日中先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定

める額を合計した額とする。 

ａ （略） 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉に

ついて、前取引日の清算値段（国債証

券先物取引に係るＭｉｎｉ取引及び指

数先物取引にあっては、清算数値）と

日中清算値段（国債証券先物取引に係

るＭｉｎｉ取引及び指数先物取引にあ

っては、日中清算数値）との差に相当

する額 

（３） 日中オプション取引代金相当額 

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 有価証券オプション取引及び指数オ

おける取引参加者の自己の計算による」

と、「自己分の売オプション価値の総額

は、取引参加者の自己の計算による」と

あるのは「自己分の売オプション価値の

総額は、国債証券先物及び国債証券先物

オプション取引についてはその取引日の

終了する日の午前立会終了時点、有価証

券オプション取引、指数先物取引及び指

数オプション取引についてはその日（指

数先物取引又は指数オプション取引にあ

っては、その取引日）の午前１１時時点

における取引参加者の自己の計算によ

る」と読み替えて同条の規定により計算

した自己分の取引証拠金所要額に相当す

る額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 日中先物取引差金相当額 

先物取引について、次のａ及びｂに定

める額を合計した額とする。 

ａ （略） 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉及

び顧客の委託に基づく建玉について、

前取引日の清算値段（国債証券先物取

引に係るＭｉｎｉ取引及び指数先物取

引にあっては、清算数値）と日中清算

値段（国債証券先物取引に係るＭｉｎ

ｉ取引及び指数先物取引にあっては、

日中清算数値）との差に相当する額 

（３） 日中オプション取引代金相当額 

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 有価証券オプション取引及び指数オ
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プション取引について、その日の午前

立会における午前１１時まで（有価証

券オプション取引（指定市場開設者が

定めるフレックス限月取引に限る。）

及び指数オプション取引にあっては、

その取引日の日中立会における午前１

１時まで）に行われた自己の計算によ

るオプション取引（当該日又は当該取

引日の午前１１時までに行われたＪ－

ＮＥＴ取引を含む。）に係る取引代金

に相当する額 

 （４） （略） 

 

（緊急取引証拠金所要額） 

第２２条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額及びオプシ

ョン取引代金相当額を、当該額が支払いと

なる場合は加え、受領となる場合は減じて

得た額に、業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する区分口座ごとの担保

超過リスク額を合計した額を加えた額とす

る。この場合において、これらの用語の意

義は、次の各号に定めるところによる。 

（１） リスク再計算額 

  第４条の規定中「先物・オプション取

引に係る取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「国債証券先物及び国債

証券先物オプション取引についてはそ

の取引日の終了する日の午後１時時点、

有価証券オプション取引、指数先物取引

及び指数オプション取引についてはそ

の日（有価証券オプション取引（指定市

場開設者が定めるフレックス限月取引

に限る。）、指数先物取引又は指数オプ

ション取引にあっては、その取引日）の

午後１時時点における取引参加者の自

己の計算による」と、「その取引日にク

ロスマージンの申請の対象となった建

玉」とあるのは「その前取引日にクロス

マージンの申請の対象となった建玉」

と、「自己分の買オプション価値の総額

プション取引について、その日の午前

立会における午前１１時まで（指数オ

プション取引にあっては、その取引日

の日中立会における午前１１時まで）

に行われた自己の計算によるオプショ

ン取引（当該日又は当該取引日の午後

１時までに行われたＪ－ＮＥＴ取引を

含む。）に係る取引代金に相当する額 

 

 

 

 （４） （略） 

 

（緊急取引証拠金所要額） 

第２２条 緊急取引証拠金所要額は、リスク

再計算額に先物取引差金相当額及びオプシ

ョン取引代金相当額を、当該額が支払いと

なる場合は加え、受領となる場合は減じて

得た額に、業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する区分口座ごとの担保

超過リスク額を合計した額を加えた額とす

る。この場合において、これらの用語の意

義は、次の各号に定めるところによる。 

（１） リスク再計算額  

第４条の規定中「先物・オプション取

引に係る取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「国債証券先物及び国債

証券先物オプション取引についてはその

取引日の終了する日の午後１時時点、有

価証券オプション取引、指数先物取引及

び指数オプション取引についてはその日

（指数先物取引又は指数オプション取引

にあっては、その取引日）の午後１時時

点における取引参加者の自己の計算によ

る」と、「その取引日にクロスマージン

の申請の対象となった建玉」とあるのは

「その前取引日にクロスマージンの申請

の対象となった建玉」と、「自己分の買

オプション価値の総額は、取引参加者の

自己の計算による」とあるのは「自己分

の買オプション価値の総額は、国債証券
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は、取引参加者の自己の計算による」と

あるのは「自己分の買オプション価値の

総額は、国債証券先物及び国債証券先物

オプション取引についてはその取引日

の終了する日の午後１時時点、有価証券

オプション取引、指数先物取引及び指数

オプション取引についてはその日（有価

証券オプション取引（指定市場開設者が

定めるフレックス限月取引に限る。）、

指数先物取引又は指数オプション取引

にあっては、その取引日）の午後１時時

点における取引参加者の自己の計算に

よる」と、「有価証券オプション取引に

ついては、取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「有価証券オプション取

引についてはその日（有価証券オプショ

ン取引（指定市場開設者が定めるフレッ

クス限月取引に限る。）についてはその

取引日）の午後１時時点における取引参

加者の自己の計算による」と、「清算価

格」とあるのは「緊急清算価格」と、「国

債証券先物オプション取引については、

取引参加者の自己の計算による」とある

のは「国債証券先物オプション取引につ

いてはその取引日の終了する日の午後

１時時点における取引参加者の自己の

計算による」と、「指数オプション取引

については、取引参加者の自己の計算に

よる」とあるのは「指数オプション取引

についてはその取引日の午後１時時点

における取引参加者の自己の計算によ

る」と、「自己分の売オプション価値の

総額は、取引参加者の自己の計算によ

る」とあるのは「自己分の売オプション

価値の総額は、国債証券先物及び国債証

券先物オプション取引についてはその

取引日の終了する日の午後１時時点、有

価証券オプション取引、指数先物取引及

び指数オプション取引についてはその

日（有価証券オプション取引（指定市場

開設者が定めるフレックス限月取引に

先物及び国債証券先物オプション取引に

ついてはその取引日の終了する日の午後

１時時点、有価証券オプション取引、指

数先物取引及び指数オプション取引につ

いてはその日（指数先物取引又は指数オ

プション取引にあっては、その取引日）

の午後１時時点における取引参加者の自

己の計算による」と、「有価証券オプシ

ョン取引については、取引参加者の自己

の計算による」とあるのは「有価証券オ

プション取引についてはその日の午後１

時時点における取引参加者の自己の計算

による」と、「清算価格」とあるのは「緊

急清算価格」と、「国債証券先物オプシ

ョン取引については、取引参加者の自己

の計算による」とあるのは「国債証券先

物オプション取引についてはその取引日

の終了する日の午後１時時点における取

引参加者の自己の計算による」と、「指

数オプション取引については、取引参加

者の自己の計算による」とあるのは「指

数オプション取引についてはその取引日

の午後１時時点における取引参加者の自

己の計算による」と、「自己分の売オプ

ション価値の総額は、取引参加者の自己

の計算による」とあるのは「自己分の売

オプション価値の総額は、国債証券先物

及び国債証券先物オプション取引につい

てはその取引日の終了する日の午後１時

時点、有価証券オプション取引、指数先

物取引及び指数オプション取引について

はその日（指数先物取引又は指数オプシ

ョン取引にあっては、その取引日）の午

後１時時点における取引参加者の自己の

計算による」と読み替えて同条の規定に

より計算した自己分の取引証拠金所要額

に相当する額 
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限る。）、指数先物取引又は指数オプシ

ョン取引にあっては、その取引日）の午

後１時時点における取引参加者の自己

の計算による」と読み替えて同条の規定

により計算した自己分の取引証拠金所

要額に相当する額 

（２） 先物取引差金相当額 

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉に

ついて、前取引日の清算値段（国債証

券先物取引に係るＭｉｎｉ取引及び指

数先物取引にあっては、清算数値）と

緊急清算値段（国債証券先物取引に係

るＭｉｎｉ取引及び指数先物取引にあ

っては、緊急清算数値）との差に相当

する額 

 

（３） オプション取引代金相当額  

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 有価証券オプション取引及び指数オ

プション取引について、その日の午後

立会における午後１時まで（有価証券

オプション取引（フレックス限月取引

に限る。）及び指数オプション取引に

あっては、その取引日の日中立会にお

ける午後１時まで）に行われた自己の

計算によるオプション取引（当該日又

は当該取引日の午後１時までに行われ

たＪ－ＮＥＴ取引を含む。）に係る取

引代金に相当する額 

（４） （略） 

 

（取引証拠金所要額の通知） 

第２４条の２ 当社は、取引日ごとに（有価

証券オプション取引（指定市場開設者が定

めるフレックス限月取引を除く。）にあっ

ては、毎日）、建玉確定処理（業務方法書

 

 

 

 

 

 

（２） 先物取引差金相当額 

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 前取引日の自己の計算による建玉、

顧客の委託に基づく建玉について、前

取引日の清算値段（国債証券先物取引

に係るＭｉｎｉ取引及び指数先物取引

にあっては、清算数値）と緊急清算値

段（国債証券先物取引に係るＭｉｎｉ

取引及び指数先物取引にあっては、緊

急清算数値）との差に相当する額 

 

（３） オプション取引代金相当額  

次のａ及びｂに定める額を合計した額

とする。 

ａ （略） 

ｂ 有価証券オプション取引及び指数オ

プション取引について、その日の午後

立会における午後１時まで（指数オプ

ション取引にあっては、その取引日の

日中立会における午後１時まで）に行

われた自己の計算によるオプション取

引（当該日又は当該取引日の午後１時

までに行われたＪ－ＮＥＴ取引を含

む。）に係る取引代金に相当する額 

 

 

（４） （略） 

 

（取引証拠金所要額の通知） 

第２４条の２ 当社は、取引日ごとに（有価

証券オプション取引にあっては、毎日）、

建玉確定処理（業務方法書第７３条の２、

第７３条の６、第７３条の１６、第７３条
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第７３条の２、第７３条の６、第７３条の

１６、第７３条の２０及び第７３条の２６

の規定による申告数量を決済に係るものと

して減じる処理並びに同第７３条の１９の

規定によるオプションの権利行使及び割当

てに伴う建玉の加減の処理をいう。以下こ

の条において同じ。）の後に、その取引日

（有価証券オプション取引（指定市場開設

者が定めるフレックス限月取引を除く。）

にあっては、その日）の自己分の取引証拠

金所要額を清算参加者に通知するものとす

る。 

２ 当社は、取引日ごとに（有価証券オプシ

ョン取引（指定市場開設者が定めるフレッ

クス限月取引を除く。）にあっては、毎日）、

その取引日（有価証券オプション取引（指

定市場開設者が定めるフレックス限月取引

を除く。）にあっては、その日をいう。以

下この項において同じ。）の建玉確定処理

後に、業務方法書第４６条の３及び第４６

条の４に規定する区分口座ごとに第５条の

２で規定する取引証拠金所要額を、当該区

分口座におけるその取引日の委託分及び有

価証券等清算取次ぎ分の取引証拠金所要額

として、清算参加者に対し、通知するもの

とする。 

 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分のポ

ジション申告） 

第２５条 清算参加者は、取引日ごとに（有

価証券オプション取引（指定市場開設者が

定めるフレックス限月取引を除く。）にあ

っては、毎日）、各銘柄について、業務方

法書第４６条の３第２号ａ、同条第３号ａ

及び第４６条の４第２号ａに規定する区分

口座ごとに、当該銘柄に係る各顧客又は任

意に細分化した単位の売建玉及び買建玉に

係る情報を当社が定める時限までに当社に

申告するものとする。この場合において、

当該清算参加者は、当該売建玉及び買建玉

のうち、有価証券等清算取次ぎの委託に基

の２０及び第７３条の２６の規定による申

告数量を決済に係るものとして減じる処理

並びに第７３条の１９の規定によるオプシ

ョンの権利行使及び割当てに伴う建玉の加

減の処理をいう。以下この条において同

じ。）の後に、その取引日（有価証券オプ

ション取引にあっては、その日）の自己分

の取引証拠金所要額を清算参加者に通知す

るものとする。 

 

 

 

２ 当社は、取引日ごとに（有価証券オプシ

ョン取引にあっては、毎日）、その取引日

（有価証券オプション取引にあっては、そ

の日をいう。以下この項において同じ。）

の建玉確定処理後に、業務方法書第４６条

の３及び第４６条の４に規定する区分口座

ごとに第５条の２で規定する取引証拠金所

要額を、当該区分口座におけるその取引日

の委託分及び有価証券等清算取次ぎ分の取

引証拠金所要額として、清算参加者に対し、

通知するものとする。 

 

 

 

 

（委託分及び有価証券等清算取次ぎ分のポ

ジション申告） 

第２５条 清算参加者は、取引日ごとに（有

価証券オプション取引にあっては、毎日）、

各銘柄について、業務方法書第４６条の３

第２号ａ、同条第３号ａ及び第４６条の４

第２号ａに規定する区分口座ごとに、当該

銘柄に係る各顧客又は任意に細分化した単

位の売建玉及び買建玉に係る情報を当社が

定める時限までに当社に申告するものとす

る。この場合において、当該清算参加者は、

当該売建玉及び買建玉のうち、有価証券等

清算取次ぎの委託に基づく売建玉及び買建

玉に係る情報に限り、自らの申告に代えて、
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づく売建玉及び買建玉に係る情報に限り、

自らの申告に代えて、非清算参加者をして

申告を行わせることができる。 

 

別表１ 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関

する表 

 

１ （略） 

２ 前項の有価証券の種類、時価及び当社の

定める率は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 

（略） （略） （略） （略） 

外国国債証

券 

（略） （略） （略） 

グレートブリテ

ンおよび北アイ

ルランド連合王

国政府が発行す

る英ポンド建債

券 

ロンドン

市場にお

ける前日

の最終の

気配相場 

（１） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の９４ 

（２） 残存期間１年超５年以

内のもの 

１００分の９２ 

（３） 残存期間５年超１０年

以内のもの 

１００分の９０ 

（４） 残存期間１０年超２０

年以内のもの 

１００分の８８ 

（５） 残存期間２０年超３０

年以内のもの 

１００分の８６  

（６） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の８５ 

非清算参加者をして申告を行わせることが

できる。 

 

 

別表１ 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関

する表 

 

１ （略） 

２ 前項の有価証券の種類、時価及び当社の

定める率は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 

（略） （略） （略） （略） 

外国国債証

券 

（略） （略） （略） 

グレートブリテ

ンおよび北アイ

ルランド連合王

国政府が発行す

る英ポンド建債

券 

ロンドン

市場にお

ける前日

の最終の

気配相場 

（１） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の９４ 

（２） 残存期１年超５年以内

のもの 

１００分の９２ 

（３） 残存期間５年超１０年

以内のもの 

１００分の９０ 

（４） 残存期間１０年超２０

年以内のもの 

１００分の８８ 

（５） 残存期間２０年超３０

年以内のもの 

１００分の８６  

（６） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の８５ 
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（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 （注） １.～６.（略） 

３ （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 （注） １.～６.（略） 

３ （略） 
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（緊急停止を行う時間） 

第９条の４ 業務方法書第２９条の５に定め

る当社が定める時間は、午後１時からその

翌日 （休業日に当たるときは、順次繰り下

げる。）の午前９時までの間とする。 

 

 

 

 

（アロケーション申告等） 

第１０条の２ （略） 

２ 前項の場合において、アロケーション申

告は、当該未決済約定に係る先物・オプシ

ョン取引が成立した取引日（指定市場開設

者が有価証券オプション取引（指定市場開

設者が定めるフレックス限月取引に限

る。）、国債証券先物取引、国債証券先物

オプション取引、指数先物取引及び指数オ

プション取引について定める取引日をい

う。）の終了する日の午後６時まで（有価

証券オプション取引（フレックス限月取引

を除く。）にあっては当該取引が成立した

日の午後６時まで）に行うものとする。 

３ （略） 

 

別表第１ 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関

する表 

 

１ 業務方法書第１５条の２第４項及び第５

項、第１６条第５項及び第６項、第５２条

第３項及び第４項並びに第７０条第３項及

び第４項に定める当社が適当と認める有価

証券の種類並びに当社が定める時価及び率

は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 

（緊急停止を行う時間） 

第９条の４ 業務方法書第２９条の５に定め

る当社が定める時間は、午後１時から取引

日（指定市場開設者が国債証券先物取引、

国債証券先物オプション取引、指数先物取

引及び指数オプション取引について定める

取引日をいう。）が終了する日の午前９時

までの間とする。 

 

（アロケーション申告等） 

第１０条の２ （略） 

２ 前項の場合において、アロケーション申

告は、当該未決済約定に係る先物・オプシ

ョン取引が成立した取引日（指定市場開設

者が国債証券先物取引、国債証券先物オプ

ション取引、指数先物取引及び指数オプシ

ョン取引について定める取引日をいう。）

の終了する日の午後６時まで（有価証券オ

プション取引にあっては当該取引が成立し

た日の午後６時まで）に行うものとする。 

 

 

 

３ （略） 

 

別表第１ 

代用有価証券の種類及びその代用価格等に関

する表 

 

１ 業務方法書第１５条の２第４項及び第５

項、第１６条第５項及び第６項、第５２条

第３項及び第４項並びに第７０条第３項及

び第４項に定める当社が適当と認める有価

証券の種類並びに当社が定める時価及び率

は以下のとおりとする。 

 

有価証券の種類 時価 時価に乗ずべき率 
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（略） （略） （略） （略） 

外国国債証

券 

（略） （略） （略） 

グレートブリテ

ンおよび北アイ

ルランド連合王

国政府が発行す

る英ポンド建債

券 

ロンドン

市場にお

ける前日

の最終の

気配相場 

（１） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の９４ 

（２） 残存期間１年超５年以

内のもの 

１００分の９２ 

（３） 残存期間５年超１０年

以内のもの 

１００分の９０ 

（４） 残存期間１０年超２０

年以内のもの 

１００分の８８ 

（５） 残存期間２０年超３０

年以内のもの 

１００分の８６  

（６） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の８５ 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 （注） １.～４.（略） 

２～７ （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

（略） （略） （略） （略） 

外国国債証

券 

（略） （略） （略） 

グレートブリテ

ンおよび北アイ

ルランド連合王

国政府が発行す

る英ポンド建債

券 

ロンドン

市場にお

ける前日

の最終の

気配相場 

（１） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の９４ 

（２） 残存期１年超５年以内

のもの 

１００分の９２ 

（３） 残存期間５年超１０年

以内のもの 

１００分の９０ 

（４） 残存期間１０年超２０

年以内のもの 

１００分の８８ 

（５） 残存期間２０年超３０

年以内のもの 

１００分の８６  

（６） 残存期間１年以内のも

の  

１００分の８５ 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 （注） １.～４.（略） 

２～７ （略） 
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他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 
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手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率 

１ （略） 

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第６

号までに掲げる取引に係る清算手数料の

算出の基準及び清算手数料率は、次のとお

りとする。 

清算対象取引の区分 
算出の

基準 
清算手数料率 

（略） （略） （略） （略） 

業務方法書第

３条第２項第

６号に掲げる

指数オプショ

ン取引 

日経平均オプ

ション取引（通

常限月取引及

びフレックス

限月取引）  

(注１) 

（略） （略） 

（略） （略） 

日経平均オプ

ション取引（週

次設定限月取

引）  

（注１） 

（略） （略） 

（略） （略） 

ＴＯＰＩＸオ

プション取引、

ＪＰＸ日経イ

ンデックス４

００オプショ

ン取引及び東

証銀行業株価

指数オプショ

ン取引 

(注１) 

（略） （略） 

（略） （略） 

東証ＲＥＩＴ

指数オプショ

ン取引  

(注１) 

取引数

量 

当社が当該月に引

き受けた債務（注

２）について、１

取引単位につき  

別表 

清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率 

１ （略） 

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第６

号までに掲げる取引に係る清算手数料の算

出の基準及び清算手数料率は、次のとおり

とする。 

清算対象取引の区分 
算出の

基準 
清算手数料率 

（略） （略） （略） （略） 

業務方法書第

３条第２項第

６号に掲げる

指数オプショ

ン取引 

日経平均オプ

ション取引（通

常限月取引）  

(注１) 

（略） （略） 

（略） （略） 

日経平均オプ

ション取引（週

次設定限月取

引）  

（注１） 

（略） （略） 

（略） （略） 

ＴＯＰＩＸオ

プション取引

及びＪＰＸ日

経インデック

ス４００オプ

ション取引  

(注１) 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 
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２円  

（注３） 

権利行

使及び

権利行

使の割

当てに

係る数

量 

当該月に清算参加

者が行った権利行

使及び清算参加者

が受けた権利行使

の割当てに係る数

量について、１取

引単位につき  

２円 

（注１）～（注５） （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）～（注５） （略） 
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清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

 

１． （略） 

 

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「国債先物等清算基金所要額」と

いう。） 

国債先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。 

 

国債先物等清算基金所要額 ＝期間最

大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ×個社按分基礎ＩＭ

額ＪＧＢ／按分基礎ＩＭ総額ＪＧＢ 

 

ａ 期間最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、日次

最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢの算出対象期間

（先物・オプション清算基金所要額算出

基準日からさかのぼって６か月間をい

う。次項において同じ。）における最大値

をいう。 

（注１）～（注１－１－１） （略） 

（注１－１－２） 基準ＰＭＬ額ＪＧＢと

は、国債先物等清算資格に係る各区分

口座（業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する各区分口座をい

う。）に関して、ストレスシナリオの下

で未決済約定（算出時にクロスマージ

ン対象国債先物清算約定となっている

ものを除く。）から生じる損失額から国

債先物等清算資格に係る取引証拠金所

要相当額（清算資格の種類ごとの建玉

について計算した取引証拠金所要額に

相当する額をいう。以下同じ。）を控除

別表 

清算基金所要額の算出に関する表 

 

１． （略） 

 

２．国債先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「国債先物等清算基金所要額」と

いう。） 

国債先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。 

 

国債先物等清算基金所要額 ＝期間最

大基準ＰＭＬ額ＪＧＢ×個社按分基礎ＩＭ

額ＪＧＢ／按分基礎ＩＭ総額ＪＧＢ 

 

ａ 期間最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢとは、日次

最大基準ＰＭＬ額ＪＧＢの算出対象期間

（先物・オプション清算基金所要額算出

基準日からさかのぼって６か月間をい

う。次項において同じ。）における最大値

をいう。 

（注１）～（注１－１－１） （略） 

（注１－１－２） 基準ＰＭＬ額ＪＧＢと

は、国債先物等清算資格に係る各区分

口座（業務方法書第第４６条の３及び

第４６条の４に規定する各区分口座を

いう。）に関して、ストレスシナリオの

下で未決済約定（算出時にクロスマー

ジン対象国債先物清算約定となってい

るものを除く。）から生じる損失額から

国債先物等清算資格に係る取引証拠金

所要相当額（清算資格の種類ごとの建

玉について計算した取引証拠金所要額

に相当する額をいう。以下同じ。）を控
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した額（当該各区分口座のうち業務方

法書第４６条の３第１号に規定する区

分口座以外の区分口座にあっては、正

の額に限る。）を合計した額をいう。 

ｂ・ｃ （略） 

 

３．指数先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「指数先物等清算基金所要額」と

いう。） 

指数先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。 

 

指数先物等清算基金所要額 ＝期間最

大基準ＰＭＬ額ＩＤＸ×個社按分基礎ＩＭ

額ＩＤＸ／按分基礎ＩＭ総額ＩＤＸ 

 

ａ 期間最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、日次

最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸの算出対象期間に

おける最大値をいう。 

（注１）・（注１－１） （略） 

（注１－１－１） 基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、指数先物等清算資格に係る各区分

口座（業務方法書第４６条の３及び第

４６条の４に規定する各区分口座をい

う。）に関して、ストレスシナリオの下

で未決済約定から生じる損失額から指

数先物等清算資格に係る取引証拠金所

要相当額を控除した額（当該各区分口

座のうち業務方法書第４６条の３第１

号に規定する区分口座以外の区分口座

にあっては、正の額に限る。）を合計し

た額をいう。 

ｂ・ｃ （略） 

 

４． （略） 

 

 

 

除した額（当該各区分口座のうち業務

方法書第４６条の３第１号に規定する

区分口座以外の区分口座にあっては、

正の額に限る。）を合計した額をいう。 

ｂ・ｃ （略） 

 

３．指数先物等清算資格に係る清算基金所要

額（以下「指数先物等清算基金所要額」と

いう。） 

指数先物等清算基金所要額は、次に定め

る計算式により算出される額とする。ただ

し、当該額が１，０００万円を下回る場合

は、１，０００万円とする。なお、計算式

における用語の意義は、次のａからｃまで

に定めるとおりとする。 

 

指数先物等清算基金所要額 ＝期間最

大基準ＰＭＬ額ＩＤＸ×個社按分基礎ＩＭ

額ＩＤＸ／按分基礎ＩＭ総額ＩＤＸ 

 

ａ 期間最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸとは、日次

最大基準ＰＭＬ額ＩＤＸの算出対象期間に

おける最大値をいう。 

（注１）・（注１－１） （略） 

（注１－１－１） 基準ＰＭＬ額ＩＤＸと

は、指数先物等清算資格に係る各区分

口座（業務方法書第第４６条の３及び

第４６条の４に規定する各区分口座を

いう。）に関して、ストレスシナリオの

下で未決済約定から生じる損失額から

指数先物等清算資格に係る取引証拠金

所要相当額を控除した額（当該各区分

口座のうち業務方法書第４６条の３第

１項に規定する区分口座以外の区分口

座にあっては、正の額に限る。）を合計

した額をいう。 

ｂ・ｃ （略） 

 

４． （略） 
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付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の取扱い一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（オプション取引に係る清算価格） 

第２条 取引証拠金規則第７条に規定する清

算価格は、次の各号に掲げる銘柄の区分に

従い、当該各号に定めるところによる。た

だし、清算価格として適当でないと当社が

認める場合には、当社がその都度定める数

値とする。 

（１） 有価証券オプション取引、国債証

券先物オプション取引、東証株価指数（株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券

取引所」という。）が算出する東証株価

指数をいう。以下同じ。）に係る指数オ

プション取引、ＪＰＸ日経インデックス

４００（株式会社日本取引所グループ、

東京証券取引所及び株式会社日本経済新

聞社（以下「日本経済新聞社」という。）

が算出するＪＰＸ日経インデックス４０

０をいう。以下同じ。）に係る指数オプ

ション取引、東証銀行業株価指数（東京

証券取引所が算出する東証銀行業株価指

数をいう。以下同じ。）に係る指数オプ

ション取引及び東証ＲＥＩＴ指数（東京

証券取引所が算出する東証ＲＥＩＴ指数

をいう。以下同じ。）に係る指数オプシ

ョン取引の各銘柄 

当社が別表３「オプション取引の理論

価格算出に関する表」に定める方法によ

り理論価格として算出した数値。ただし、

当該取引日の立会の呼値の状況等を勘案

して、理論価格を清算価格として定める

ことが適当でないと認める銘柄について

は、当該状況等を勘案して、当社が定め

る数値とする。 

 （２） （略） 

 

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等） 

（オプション取引に係る清算価格） 

第２条 取引証拠金規則第７条に規定する清

算価格は、次の各号に掲げる銘柄の区分に

従い、当該各号に定めるところによる。た

だし、清算価格として適当でないと当社が

認める場合には、当社がその都度定める数

値とする。 

（１） 有価証券オプション取引、国債証

券先物オプション取引、東証株価指数（株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券

取引所」という。）が算出する東証株価

指数をいう。以下同じ。）に係る指数オ

プション取引及びＪＰＸ日経インデック

ス４００（株式会社日本取引所グループ、

東京証券取引所及び株式会社日本経済新

聞社（以下「日本経済新聞社」という。）

が算出するＪＰＸ日経インデックス４０

０をいう。以下同じ。）に係る指数オプ

ション取引の各銘柄 

当社が別表３「オプション取引の理論

価格算出に関する表」に定める方法によ

り理論価格として算出した数値。ただし、

当該取引日の立会の呼値の状況等を勘案

して、理論価格を清算価格として定める

ことが適当でないと認める銘柄について

は、当該状況等を勘案して、当社が定め

る数値とする。 

 

 

 

 

 

 

 （２） （略） 

 

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等） 
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第２条の４  （略） 

２ （略） 

３ 第２条の規定は、取引証拠金規則第２０

条の４の規定により日経平均に係るオプシ

ョン取引、有価証券オプション取引、国債

証券先物オプション取引、東証株価指数に

係る指数オプション取引、ＪＰＸ日経イン

デックス４００に係る指数オプション取

引、東証銀行業株価指数に係る指数オプシ

ョン取引及び東証ＲＥＩＴ指数に係る指数

オプション取引に係る日中清算価格を定め

る場合について準用する。この場合におい

て、別表３の１．中「当日の当該銘柄の対

象有価証券の最終約定値段（指定市場開設

者が指定する金融商品市場における対象有

価証券の最終値段をいい、当該金融商品市

場を開設する者が定めるところにより気配

表示された最終気配値段を含む。）」とあ

るのは「日中清算価格算出時の当該銘柄の

対象有価証券の直前の約定値段（指定市場

開設者が指定する金融商品市場における対

象有価証券の直前の約定値段をいい、当該

金融商品市場を開設する者が定めるところ

により気配表示された直前の気配値段を含

む。）」と、別表３の２．中「清算値段」

とあるのは「日中清算値段」と、別表３の

２．中「当該取引日の終了する日における

最終の」とあるのは「日中清算価格算出時

の」と読み替えるものとする。 

 

（緊急清算値段、緊急清算数値及び緊急清

算価格に関する準用等） 

第４条 取引証拠金規則第２３条に規定する

当社が定める緊急清算値段（Ｍｉｎｉ取引

については、緊急清算数値）は、次の各号

に定めるところによる。ただし、当社が当

該各号に定めるところによることが適当で

ないと認める場合は、当社がその都度定め

る。 

 （１） （略） 

 （２） 前号の規定にかかわらず、Ｌａｒ

第２条の４  （略） 

２ （略） 

３ 第２条の規定は、取引証拠金規則第２０

条の４の規定により日経平均に係るオプシ

ョン取引、有価証券オプション取引、国債

証券先物オプション取引、東証株価指数に

係る指数オプション取引及びＪＰＸ日経イ

ンデックス４００に係る指数オプション取

引に係る日中清算価格を定める場合につい

て準用する。この場合において、別表３の

１．中「当日の当該銘柄の対象有価証券の

最終約定値段（指定市場開設者が指定する

金融商品市場における対象有価証券の最終

値段をいい、当該金融商品市場を開設する

者が定めるところにより気配表示された最

終気配値段を含む。）」とあるのは「日中

清算価格算出時の当該銘柄の対象有価証券

の直前の約定値段（指定市場開設者が指定

する金融商品市場における対象有価証券の

直前の約定値段をいい、当該金融商品市場

を開設する者が定めるところにより気配表

示された直前の気配値段を含む。）」と、

別表３の２．中「清算値段」とあるのは「日

中清算値段」と、別表３の２．中「当該取

引日の終了する日における最終の」とある

のは「日中清算価格算出時の」と読み替え

るものとする。 

 

 

 

（緊急清算値段、緊急清算数値及び緊急清

算価格に関する準用等） 

第４条 取引証拠金規則第２３条に規定する

当社が定める緊急清算値段（Ｍｉｎｉ取引

については、緊急清算数値）は、次の各号

に定めるところによる。ただし、当社が当

該各号に定めるところによることが適当で

ないと認める場合は、当社がその都度定め

る。 

 （１） （略） 

 （２） 前号の規定にかかわらず、Ｌａｒ
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ｇｅ取引については、各限月取引の取引

最終日の終了する日の翌日以降において

は、当該Ｌａｒｇｅ取引の限月取引の取

引最終日の清算値段を緊急清算値段と

し、Ｍｉｎｉ取引については、各限月取

引の取引最終日の終了する日の翌日（指

定市場開設者が取引を継続して行わせる

ことが適当でない又は困難であると認め

たことにより、その日の午前立会開始時

から午前立会終了時まで当該指定市場開

設者が当該限月取引の最終清算数値を定

める際に用いるＬａｒｇｅ取引の限月取

引が停止された場合において当社が必要

と認めるときは、当該取引最終日の終了

する日の翌日から当社がその都度定める

日までの期間をいう。）においては、当

該Ｍｉｎｉ取引の限月取引の取引最終日

の清算数値を緊急清算数値とする。 

 

２ （略） 

３ 第２条の規定は、取引証拠金規則第２３

条の規定により日経平均に係るオプション

取引、有価証券オプション取引、国債証券

先物オプション取引、東証株価指数に係る

指数オプション取引、ＪＰＸ日経インデッ

クス４００に係る指数オプション取引、東

証銀行業株価指数に係る指数オプション取

引及び東証ＲＥＩＴ指数に係る指数オプシ

ョン取引に係る緊急清算価格を定める場合

について準用する。この場合において、別

表３の１．中「当日の当該銘柄の対象有価

証券の最終約定値段（指定市場開設者が指

定する金融商品市場における対象有価証券

の最終値段をいい、当該金融商品市場を開

設する者が定めるところにより気配表示さ

れた最終気配値段を含む。）」とあるのは

「緊急清算価格算出時の当該銘柄の対象有

価証券の直前の約定値段（指定市場開設者

が指定する金融商品市場における対象有価

証券の直前の約定値段をいい、当該金融商

品市場を開設する者が定めるところにより

ｇｅ取引については、各限月取引の取引

最終日の終了する日の翌日以降におい

ては、当該Ｌａｒｇｅ取引の限月取引の

取引最終日の清算値段を緊急清算値段

とし、Ｍｉｎｉ取引については、各限月

取引の取引最終日の終了する日の翌日

（指定市場開設者が取引を継続して行

わせることが適当でない又は困難であ

ると認めたことにより、その日の午前立

会開始時から午前立会終了時まで当該

指定市場開設者が当該限月取引の最終

清算数値を定める際に用いるＬａｒｇ

ｅ取引の限月取引が停止された場合に

おいて当社が必要と認めるときは、当該

取引最終日の終了する日の翌日から当

社がその都度定める日までの期間をい

う。）においては、当該Ｍｉｎｉ取引の

限月取引限月取引の取引最終日の清算

数値を緊急清算数値とする。 

２ （略） 

３ 第２条の規定は、取引証拠金規則第２３

条の規定により日経平均に係るオプション

取引、有価証券オプション取引、国債証券

先物オプション取引、東証株価指数に係る

指数オプション取引及びＪＰＸ日経インデ

ックス４００に係る指数オプション取引に

係る緊急清算価格を定める場合について準

用する。この場合において、別表３の１．

中「当日の当該銘柄の対象有価証券の最終

約定値段（指定市場開設者が指定する金融

商品市場における対象有価証券の最終値段

をいい、当該金融商品市場を開設する者が

定めるところにより気配表示された最終気

配値段を含む。）」とあるのは「緊急清算

価格算出時の当該銘柄の対象有価証券の直

前の約定値段（指定市場開設者が指定する

金融商品市場における対象有価証券の直前

の約定値段をいい、当該金融商品市場を開

設する者が定めるところにより気配表示さ

れた直前の気配値段を含む。）」と、別表

３の２．中「清算値段」とあるのは「緊急
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気配表示された直前の気配値段を含む。）」

と、別表３の２．中「清算値段」とあるの

は「緊急清算値段」と、別表３の３．中「当

該取引日の終了する日における最終の」と

あるのは「緊急清算価格算出時の」と読み

替えるものとする。 

 

（国債証券の取扱い） 

第７条 清算参加者は、取引証拠金規則別表

１第２項に規定する国債証券を当社に預託

する場合には、日本銀行に設けられた当社

名義の口座への振替により当該預託を行う

ものとする。 

 

（株券等の取扱い） 

第８条 清算参加者は、次の各号に掲げる有

価証券を当社に預託する場合には、株式会

社証券保管振替機構に開設された当社名義

の口座への振替により当該預託を行うもの

とする。 

 （１） 取引証拠金規則別表１第２項に規

定する株券、優先出資証券、外国株預託

証券、投資信託の受益証券、外国投資信

託の受益証券、外国投資証券、受益証券

発行信託の受益証券、外国受益証券発行

信託の受益証券、債券（国債証券及び新

株予約権付社債券を除く。）及び転換社

債型新株予約権付社債券 

 （２） 取引証拠金規則別表１第２項に規

定する投資証券のうち国内の金融商品取

引所に上場されているもの 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成３０年６月２５日

から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

清算値段」と、別表３の３．中「当該取引

日の終了する日における最終の」とあるの

は「緊急清算価格算出時の」と読み替える

ものとする。 

 

 

 

（国債証券の取扱い） 

第７条 清算参加者は、取引証拠金規則別表

第２項に規定する国債証券を当社に預託す

る場合には、日本銀行に設けられた当社名

義の口座への振替により当該預託を行うも

のとする。 

 

（株券等の取扱い） 

第８条 清算参加者は、次の各号に掲げる有

価証券を当社に預託する場合には、株式会

社証券保管振替機構に開設された当社名義

の口座への振替により当該預託を行うもの

とする。 

 （１） 取引証拠金規則別表第２項に規定

する株券、優先出資証券、外国株預託証

券、投資信託の受益証券、外国投資信託

の受益証券、外国投資証券、受益証券発

行信託の受益証券、外国受益証券発行信

託の受益証券、債券（国債証券及び新株

予約権付社債券を除く。）及び転換社債

型新株予約権付社債券 

 （２） 取引証拠金規則別表第２項に規定

する投資証券のうち国内の金融商品取引

所に上場されているもの 
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を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、平成３０年６月２５日以後の

当社が定める日から施行する。 

  

 


